
 

 

 

 

市第 94 号議案 平成 29 年度 横浜市一般会計補正予算 

（第５号）道路局関係部分の概要 

 

１ 歳入歳出予算補正             143,810 千円 

国の認証増を活用し、帷子川などにおける都市基盤河川改修事業を推進するた

め、必要な補正予算を編成します。 

 
＜参考＞歳入歳出補正予算事項別明細書（道路局関係部分抜粋） 

 

 

千円 千円 千円 千円

18款　国庫支出金 293,967,171 226,509 294,193,680

２項　国庫補助金 39,684,043 226,509 39,910,552

10,075,747 47,937 10,123,684 47,937

19款　県支出金 73,297,852 47,937 73,345,789

２項　県補助金 15,869,093 47,937 15,917,030

627,190 47,937 675,127 47,937

25款　市債 140,887,000 163,000 141,050,000

１項　市債 140,887,000 163,000 141,050,000

26,828,000 47,000 26,875,000 47,000

節

10目　道路費国庫補助金 （５）河川整備費補助金

10目　道路債

区分 金額

10目　道路費県補助金 （１）河川整備費補助金

（５）河川整備費充当債

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計

 
 

 

国県支出金 市債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

12款　道路費 85,081,879 143,810 85,225,689 95,874 47,000 0 936

３項　河川費 3,173,915 143,810 3,317,725 95,874 47,000 0 936

２目　河川整備費 2,295,902 143,810 2,439,712 95,874 47,000 0 936

款　　項　　目
一般財源

補正前の額 補正額 計

補 正 額 の財 源
特　定　財　源

 
 

２ 債務負担行為補正 

平成 29 年度から 31 年度にかけて集中する北西線の事業費を平準化するため、

首都高速道路株式会社に委託している立坑内部構築工事に立替施行を導入します。 

既に立替施行を実施しているシールドトンネル工事及び設備工事と同様に、工

事に係る費用を、工事実施年度の翌年度から５か年にわたり分割して支払います。 

そのため、債務負担行為の期間を、工事が完了する 31 年度から５年間延長し、

36 年度までとします。 

建築・都市整備・道路委員会 

平 成 2 9 年 1 2 月 1 1 日 

道  路  局 

資 料 ５ 

（歳入）
・補正予算のある事業のみ抜粋して記載  
・款項目の合計及び歳入歳出の計は、補正予算のない事業を含めた額

（歳出）

＜債務負担行為の期間の変更＞

期間 限度額

補正前
平成30年度から
平成31年度まで

補正後
平成30年度から
平成36年度まで

事項

高速横浜環状北西線
立坑内部構築工事に関する協定の締結に係る
予算外義務負担

2,000,000

千円


